
令和6年分年末調整から令和7年1月の源泉徴収事務において、

様々な改正に対応しながら正確に実務を行うことが求められま

す。対応のポイントについてご紹介致します。

まず、6月1日以降に支払う給与等から定額減税が実施されまし

たが、令和6年分年末調整においても対応は発生します。例え

ば、令和6年6月2日以後に採用した従業員は月次減税を行って

いないので、年末調整で定額減税額の控除（年調減税）を行う

ほか、令和6年7月以降に子どもが生まれ扶養親族の人数が増え

た場合、定額減税額の差額は年末調整または確定申告により精

算する等の対応が必要となります。「給与所得者の基礎控除申

告書」及び「給与所得者の配偶者控除等申告書」においても定

額減税に係る記載欄の追加の変更があります。また、令和5年

度税制改正により「給与所得者の保険料控除申告書」の記載事

項に改正があり、令和6年分年末調整から適用されます。さら

に、令和7年1月以降も、扶養控除等申告書について「簡易な申

告書」が導入される等様々な対応が求められます。事前の周知

や、早めの書類配付、回収などが望ましいと言えるでしょう。

【国税庁「令和6年分所得税の定額減税Q&A（概要・源泉所得税

関係）」】https://www.nta.go.jp/publication/pamph/gensen

/0024001-021.pdf

遺言執行とは、遺言者の死後に遺言の内容を実現する手続きをいいます。遺言執行者とは、その手続きを行う人物のことで

す。遺言執行者とはどのようなことをするのか簡単にご紹介します。

遺言執行者は基本的には遺言書によって指定されます。遺言書で指定がない場合は、相続人、受遺者（遺贈を受けた人）全員

で遺言内容の実現を目指します。しかし、遺言内容に不満を持つ相続人がいると遺言内容の実現は難しくなります。そのた

め、相続人や受遺者は家庭裁判所に遺言執行者の選任請求を行うことができます。遺言執行者は、遺言書に記載された内容を

実現する手続きを行うことができます。「認知」、「推定相続人の廃除・取り消し」、「一般財団法人の設立」が遺言にある

場合は特に遺言執行者が必要となります。遺言執行者には法律上、婚姻関係のない男女を父母に持つ非嫡出子に対し、遺言に

より認知することが可能であり、認知届の提出には遺言執行者の選任が必要です。また、被相続人が推定相続人から重大な侮

辱や虐待などを受けており、当該相続人を廃除する旨の遺言がある場合、遺言執行者が家庭裁判所に対して相続の廃除（又は

廃除の取消し）の申立てを行う権限を与えられています。さらに、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第152条の2項

では、遺言により一般財団法人を設立する意思が示せると記載されています。この場合、一般財団法人の設立には遺言執行者

の指定が不可欠となります。

令和7年4月から、育児休業給付の延長・再延長時の給付金手

続きにおける確認が厳格化されます。具体的な対応について

ご紹介します。

育児休業は、原則として子どもが1歳になるまで取得できます

が、子どもが1歳になるときに保育所等に預けられない等の事

情があるときは1歳6ヶ月まで延長することができ、さらに子

どもが1歳6ヶ月になるときに保育所等に預けられない等の事

情があるときは2歳まで再延長することができます。延長・再

延長時には、雇用保険の育児休業給付金についても支給が延

長されることになります。この延長手続きにおいて、市区町

村の発行する入所保留通知書などの確認に加え、保育所等の

利用申し込みが、速やかな職場復帰のために行われたもので

あると認められることが必要になります。このため、①育児

休業給付金支給対象期間延長事由認定申告書（様式あり）②

市区町村に保育所等の利用申し込みを行ったときの申込書の

写し③市区町村が発行する保育所等の利用ができない旨の通

知（入所保留通知書、入所不承諾通知書など）を延長時・再

延長時の「育児休業給付金支給申請書」に必ず添付する必要

があります。すでに育児休業を取得している従業員で対象と

なる人もいるかと思います。早めの周知を行いましょう。

【厚生労働省】https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuit

e/bunya/0000160564_00040.html
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